
 
 

  

Ⅲ－４ 成果移転活動報告及び今後の予定  

Ⅲ－４－１ 成果移転、企業化に向けた活動手法と活動状況 

（1）総括 

本事業の開発成果を移転する取り組みの活動状況とその結果を述べる。フェーズⅠ

では、システム構築の段階であったことから、研究開発の準備や展開の基礎的取り組

みを中心とした。フェーズⅡでは、具体的な成果を生み出す段階となり、特許出願か

ら競争的研究資金の獲得、さらに成果移転という展開をした。 

新技術エージェントの活動構想として、図-29(p.148)に示すような活動フローを描

いて展開を図った。主たる活動内容については前述したが、要約すると①研究成果フ

ォローアップシステム構築、②産学官ネットワーク構築、③地域ＣＯＥの構築（「もの

づくり実用化研究会」の立ち上げ）の 3点になる。 

     県内企業を可能な限り訪問して、ニーズの情報収集を行い、その内容を要素技術的

に分類した。また、本事業のテーマの展開は、図-7(p.18)で示したように、テーマの

目的、目標、進捗度の数値化を行い、さらにテーマの構成や関連付けを明らかにした

上で、研究テーマを「事業の目的、目標を達成するための視点」で四大分類した。分

類は、主テーマ、副テーマ、基礎テーマ、そして基盤テーマの四つである。基礎、基

盤に分類するテーマは広く事業目標達成に寄与し、秋田県の地域結集事業で「この分

野の研究を継続発展させ、さらにその成果を活用する体制」、すなわち「地域ＣＯＥの

構築」の視点から重要な役割を果たすテーマであると位置付けた。この「地域ＣＯＥ

の構築」のために、県内企業の基礎基盤技術へのニーズに応えた研究会を立上げ「も

のづくり実用化研究会」を設立し、地域ＣＯＥの推進母体とする構想で取り組みを行

った。 

さらに本事業から生み出される開発成果および移転対象となる成果を生み出すテー

マ構成群は、(A)基本テーマ、(B)基礎基盤テーマ、とするとともに、フェーズⅡ前半

で構築した「ものづくり実用化研究会」の活動成果の中から生み出される成果群を(C)

とする構成の中でフォローする事とした。図-8(p.34)にその構想を示す。 

（2）活動手法 

新技術エージェントの展開手法としての具体的な内容を次の図表に示す。企業出身

者で構成した事務局運営、そして、ＭＯＴ業務としての具体策を持って取り組んだ内

容である。 

表-9 (p.148)  成果移転・企業化に向けた技術移転活動とその成果 

表-10(p.149)  成果移転活動にあたっての課題 

図-30(p.149)  成果移転・企業化に向けた活動手法（本県での 4つの活動手法） 

① テーマ内容分類と達成内容明確化 

ア 主テーマ、基礎基盤テーマ分類 

イ 残す事が大事、残すものが何か 



 
 

  

② 技術に強い事業スタッフ構成（企業出身者） 

ア 新技術エージェント１人制 

イ 事業総括代理（技術担当）、新技術エージェント補佐制 

③ 提案型企業訪問と目的の明確化 

ア シーズ⇔ニーズの結びつけ 

イ 先端的要素技術の数値化 

④ 成果移転促進の関連部門連携 

ア 県技術移転促進チーム 

イ (財)あきた企業活性化センター 産学連携推進担当 

⑤ 地域ＣＯＥの構築と運営 

ア 「ものづくり実用化研究会」の立ち上げと地域ＣＯＥの推進母体化 

イ 競争的研究資金獲得への球出し支援展開 

事業化推進の体制としては、研究成果の実用化、製品化へ向けて企業の巻き込みを

強力に推進するため、ＴＤＫの電子部品製造で豊富な経験を持った人材を新技術エー

ジェント補佐として参画させ、県産業経済労働部商工業振興課技術移転促進チームと

の協力体制を組み、提案型企業訪問、ものづくり実用化研究会の設立推進、地域新生

コンソーシアム研究開発事業等他事業への橋渡し、さらには成果移転と製品化活動を

行った。 

（3）活動状況 

① 提案型企業訪問  図-30(p.149) 

企業ニーズ及び技術移転先の調査は直接企業訪問し、先端的要素技術の数値化

資料を提示するとともに、企業トップから直接話しを聞き、さらに現場を見せて

頂く事で活動を行った。累計では 160 企業の訪問をし、6企業への技術・設備導入

の支援を行った。 

ア 業種分類 

           電子部品組立 15 社、精密部品装置 13 社、素材部品 11 社、光学機器 10 社、 

装置システム 10 社、コンデンサ抵抗器 10 社、液晶製造 8社、メッキ等 5社、 

自動車部品 5社、プリント基板 4社、金加工 4社、半導体組立 3社、 

医療器具 3社 

イ  企業基盤技術とニーズ分類 

          (ｱ)精密制御技術  (ｲ)真空多層製膜技術     (ｳ)高周波回路設計技術 

(ｴ)表面分析技術  (ｵ)セラミック等材料技術 (ｶ)画像処理技術  

② ものづくり実用化研究会設立（参加団体数 のべ 82） 

ア 秋田・精密機器研究会  企業 9 大学等 3  官 2 

イ 真空製膜研究会  企業 19 大学等 3  官 1 

ウ 情報バリアフリー研究会  企業 7 大学等 3  官 1 



 
 

  

エ 秋田県 21 世紀エレクトロニクス応用研究会 企業 19 大学等 3  官 4 

オ 液晶新光学デバイス研究会  企業 4  大学等 3  官 1 

③ 指導的顧客との連携  図-30(p.149) 

         本事業の発足時より、研究内容及び研究成果と企業ニーズとのマッチングの可

能性のある企業に対して、研究員の派遣や共同研究への参加を要請し、共同研究を

実施した。 

ア ㈱日立製作所中央研究所（後に㈱日立グローバルストレージテクノロジーズ） 

          垂直磁気記録方式に関しては、秋田県高度技術研究所と連携を取りながら実

用化へ向けた研究を進めており、本事業推進にあたり、市場ニーズ要望も含め

た研究が推進出来るよう共同研究契約を結んだ。共同研究契約に当たっては、

中央研究所を訪問し、垂直磁気記録方式を用いてのＨＤＤのロードマップ、応

用研究、研究課題の把握を行った。 

     イ ＴＤＫ㈱ 

次世代垂直磁気記録ＨＤＤヘッド開発を進めており、メディア、デバイスＧ

の試作品評価および市場ニーズの提供などを含めて共同研究に参加して頂いた。 

    ウ 協同電子システム㈱ 

高密度磁気記録評価装置を開発製作し、ＨＤＤメーカーに供給している会社

であり、次世代の高密度磁気記録の評価に必要なサブナノメートルの位置決め

精度を有する評価装置の開発で共同研究に参加して頂いた。 

      エ アルファ・エレクトロニクス㈱ 

半導体製造機器やＮＡＳＡの宇宙関連機器向けに金属薄膜を用い超精密抵抗

器を開発製造している企業であり、今後真空製膜技術を用い超精密抵抗器の製

品開発のめ、本事業での真空製膜研究に県内唯一の企業として共同研究に参加

頂いた。 

※ ㈱日立製作所、ＴＤＫ㈱、アルファ・エレクトロニクス㈱は本事業の共同

研究推進委員会の委員として研究推進への提言も頂いた。       

④ ニーズオリエンティド志向の推進  図-30(p.149)  

     ＷＧ個別検討会、ＷＧ全体検討会、あるいは研究者を個別訪問し、研究成果、

要素技術の把握と企業ニーズとの分類を行った。この明確な数値目標のある要素

技術を持ち、再度企業訪問を展開し企業ニーズを明確にしながら取り組みを推進

した。 

研究成果の把握と企業ニーズとの分類 

1）メディアＧ・・・ 真空製膜技術、膜計測評価技術、超高真空技術 

2）デバイスＧ・・・ ナノスケール加工技術、高周波回路技術 

3) メカＧ ・・・  微細駆動等精密機器製造技術 

4) 画像Ｇ ・・・  画像処理技術、医療システム技術 



 
 

  

5) ＭＲＩＧ ・・・ 医療機器技術、ガス発生機器技術、医療画像技術 

⑤ 技術ロードマップの作成と活用による競争的研究資金の獲得   

成果移転、企業化に向けた取り組みに当たっては周辺技術動向調査を綿密に行

った。これについては、「Ⅴ－１ 周辺技術、パテントマップ、技術マップ」（p.162）

に示す。 

また、実用化検討の段階では、技術ロードマップを用いて将来予測とともに成

果移転を推進した。代表的な例として、本事業の三大分類テーマについて描いた

ビジネスロードマップを図-31～33(pp.150-152)に示す。これは「市場動向」、「開

発動向」、「開発戦略」など多面的に開発成果の展開予測をして検討したものであ

る。事業の主たるテーマの他に、派生して展開するテーマについても同様の取り

組みを行った結果、（独）科学技術振興機構の独創的シーズ展開事業や経済産業省

の地域新生コンソーシアム研究開発事業など以下に示す通りの競争的研究資金獲

得に寄与する事となった。 

ア 平成 16 年度 地域新生コンソーシアム研究開発事業 （経済産業省） 

テーマ「高速ナノ・スキャニングステージの開発」 

イ 平成 17 年度 地域新生コンソーシアム研究開発事業 （経済産業省） 

テーマ「次世代光デスク対応球面収差補正液晶デバイスの開発と実用化」 

ウ 平成 17 年度 独創的シーズ展開事業独創モデル化 （ＪＳＴ） 

テーマ「磁気力顕微鏡用高分解能探針の試作」 

⑥ その他：新事業・新産業・イノベーションの創出  

本事業の主要テーマの取り組みで創出した基礎・基盤技術の移転活動により、

次の新事業・新産業・イノベーションを生み出すことに成功した。 

ア 自社技術基盤の強化により新しい事業分野に進出 
（光学機器企業４社、表面処理企業２社） 
イ 企業の持つ技術基盤の強みを出し合って新事業に進出 
（部品組立企業と表面処理、メッキ関連企業） 

        ウ 新しいダイカスト技術に挑戦し、自動車産業に進出 
（ダイカスト部品製造企業） 

 

Ⅲ－４－２ 成果移転、企業化へ向けた研究成果の活用状況  （様式７） 

   ※（  ）内は事業化担当企業等 

（1） 酸化物系垂直磁気メディア （A 社） 

（2） Fe-Pt 組成垂直磁気メディア （A 社） 

（3） 垂直磁気パターンドメディア （A 社）  

（4） シールドプレーナヘッド （B 社） 

（5） カプスコイル型ヘッド （B 社） 



 
 

  

（6） 高精度アクチュエータを用いた次世代記録評価装置 （C 社） 

（7） スマートストレージの製品化とユースケース （秋田組合総合病院） 

（8） 脳画像診断支援システム （アキタ電子システムズ） 

（9） 健康管理システム（指ネット）の 5年間の概要  

  （フューチュア・エレクトロニクス） 

（10） 地域医療情報を活用した健康管理システムの開発 

  （フューチュア・エレクトロニクス） 

（11） 高偏極キセノン濃縮装置の実用化  (日本精機) 

（12） 高偏極 Xe ガス計測解析システム （D 社） 

（13） 高周波用薄膜精密抵抗器 （アルファ・エレクトロニクス） 

（14） その場観察透過電子顕微鏡 （E 社） 

（15） 面内・垂直磁場中磁気力顕微鏡 （F 社） 

（16） 液晶マイクロレンズ （G 社） 

（17） Nano-motionActuator の研究開発と実用化 （小林工業） 

（18） 可視光応答型光触媒の実用化 （H 社） 

（19） オゾン水を用いた洗浄装置の開発 （日本精機） 

（20） 磁気力顕微鏡用高分解能探針の試作   

(独創的シーズ展開事業独創モデル化)   (日東光器） 

（21） ナノ界面制御による次世代磁気記録材料開発に関する研究 （I 社） 

（22） 高感度・高空間分解能 MI 効果型高周波磁界検出素子の開発  

(産業技術研究助成事業) 

（23） 次世代光ディスク対応球面収差補正液晶デバイスの開発と実用化 

（地域新生コンソーシアム研究開発事業）（大久保製作所） 

（24） 高速高精度自動焦点システム（創造技術研究開発事業） （インスペック） 

（25） 高速ナノ・スキャニングステージの開発（地域新生コンソーシアム研究開発事業）

 （小林工業） 

 

Ⅲ－４－３ 今後の展開 

フェーズⅡで展開してきた県内企業の新事業・新産業・イノベーション創出の場の一つ

として「ものづくり実用化研究会」の場を提言し、広く県内企業の認知を得て、研究成果

の移転を行ってきた。県の技術移転促進チームは、そのまま平成 17 年度に（財）あきた企

業活性化センターに産学連携推進担当として引き継がれた。この様な成功事例を展開出来

たのは、企業訪問において直接トップとのお話が出来たこと、現場の変化と熱意を直接汲

み取る事が出来た賜物であると実感しており、今後も継続すべきスタイルであると信じて

いる。また、フェーズⅢにおいては、医工連携を含めコーディネーターによる柔軟な活動

展開が必要である。 



 
 

  

(1) 地域新生コンソーシアム研究開発事業等、採択プロジェクトの推進 

秋田大学 佐藤進教授の研究 「精密光学デバイスの応用開発」で、液晶レンズの応 

用の成果移転として「次世代光ディスク対応球面収差補正液晶デバイスの開発と実用

化」が地域新生コンソーシアム研究開発事業に採択された。本テーマは、平成 16 年度、

提案を行い不採択となったが、平成 17 年度に再提案して採択されたものである。 

県内液晶製造メーカーと電子部品企業を加え、県外の液晶設計会社、さらに製品完

成後の販売先の大手家電メーカーを加えての実用化プロジェクトとなった。実用化、

製品化の参加企業の役割分担等、新技術エージェント補佐が中心となり、管理法人と

なる（財）あきた企業活性化センター、産学連携推進担当と共に継続的な取りまとめ

を行った。 

(2) フェーズⅢへの対応 

平成 17 年 12 月 18 日は、本県地域結集型共同研究事業のミッション(使命)である「秋

田県の企業の活性化を図り、継続的な豊かな地域社会づくり」における事業終了後の

フェーズⅢに向けたキックオフと考えている。すでに成果移転され製品販売に至った

ものが 3 件、地域新生コンソーシアム研究開発事業により製品化を行うもの 2 件など

の成果を得ている。 

これらの研究成果の実績や成果移転に関連しては、技術・製品のロードマップを描

きながら、「秋田県工業振興アクションプラン」の施策にも沿って方向付けられた医工

連携事業への展開を目指していくこととする。 

 

Ⅲ－４－４ その他 

本事業の特徴である各コア技術を持った 5つの「ものづくり実用化研究会」を中心とす 

る、参加企業の技術力強化と製品化、さらには新しい産業の創出への支援は、（財）あきた

企業活性化センターで行うシステムを構築した。今後、地域ＣＯＥの推進母体である「も

のづくり実用化研究会」は、中小企業経営者やシニアクラスの技術者を対象としたＭＯＴ

（技術経営）講習など、創造的ものづくり教育の場として展開し、各プログラムをスピー

ディーに推進するプログラムディレクターを位置付けして展開する予定である。 
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【提案型企業訪問】
研究成果、要素技術

平成１７年１２月現在 の 実績

磁気記録：垂直磁気記録方式で３００Ｇbit／in２を達成 … 設計指針
画 像：秋田組合総合病院と画像診断支援システムの構築 … 継 続
Ｍ Ｒ Ｉ：偏極キセノンガスを用いた脳情報計測技術確立 … 継 続
研 究 会 ：精密機器研究会、真空製膜研究会［他3研究会］ … 発 足
外部競争資金：H14年度地域産学官連携プロジェクト形成促進事業

［東北経産局］他14件 … 採 択

● 研究成果フォローアップシステム構築
● 産学官ネットワーク構築
● 地域ＣＯＥの構築
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秋田県 地域結集型共同研究事業

新技術エージェントの活動手法と活動状況

分類

Ａ

Ｂ

Ｃ

技術移転分類内訳

成果移転背景 移転内訳
活動展開手法

技術移転実績

件数
実用化
（内数）

１３

４

８

２５

（５）

（３）

（１）

（９）合 計

３大主テーマ

基礎基盤テーマ

ものづくり
実用化研究会

＊スピンスタンド
（ヘッドテスター）

＊脳画像診断
支援システム
他

＊磁気力顕微鏡
＊マイクロピエゾ
アクチュエータ
他

＊可視光応答型光触媒
＊自動焦点システム
＊次世代光ディスク対応
液晶デバイス開発と量産化

他

成果移転・企業化に向けた技術移転活動とその成果

＊テーマ内容分類と達成内容明確化
①主テーマ、基礎基盤テーマ分類
②残す事が大事、残すものが何か

＊ 技術に強い事業スタッフ構成（企業出身者）
① 新技術エージェント１人制
②事業総括代理（技術担当）、新技術エージェント補佐制

＊ 提案型企業訪問と目的の明確化
①シーズ～ニーズの結びつけ
②先端的要素技術の数値化実施

＊ 成果移転促進の関連部門連携
①県・技術移転促進チーム
②産学連携推進担当Ｇ

＊ 地域ＣＯＥの構築と運営
① 『ものづくり実用化研究会』の立ち上げと

地域ＣＯＥの推進母体化
②競争的資金獲得への球出し支援展開

表-９



秋田県 地域結集型共同研究事業

課題視点 状 況

企業の
インセンティブ
を

高めるため…

産と学との
ギャップを
埋めるため

競争的研究資金調達への工夫 ＊ ビジネスモデルの立案が出来ない

秋田県における技術移転課題

成果移転活動にあたっての課題

秋田県の課題

シーズの用途開発展開手法

ものづくりの
具体的なターゲットの決定

産学官連携活動のほとんどが
勉強会（セミナーなど）

学は、企業ニーズに弱い
（興味が薄い）

学は、権利化意識が低い
（興味が薄い）

＊ 製品知識、製品仕様が不足

＊製品知識のあるパートナーとの連携不足
＊ 必要なパートナーが揃っていない。

＊情報収集（提供）の域を出ない。

＊専門分野の研究に専念。
＊ 科研費取得の領域にとどまる。

＊研究内容からの権利化構成が弱い。

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
化

提
案
型
企
業
訪
問

ニ
ー
ズ
志
向
展
開

専
業
指
導
的
企
業
と
連
携

企
業
出
身
者
に
よ
る

展
開
支
援

（
技
術
担
当
）

課
題
解
決
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秋田県 地域結集型共同研究事業

技術ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ

実用化研究会

主要装置機器

装置の特徴

図１ 図2 図3

ﾓﾉ作り

応用分野

技術ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ

実用化研究会

主要装置機器

装置の特徴

図１ 図2 図3

ﾓﾉ作り

応用分野

磁気ヘッドのトラック
先端のトリミング加工
　 2μｍ　→80 nm

フォトリソ工程により作製した
磁気記録ヘッドの薄膜素子の一
部(上)と、その先端をFIBにより
80 nm幅に加工したもの(下)

30 μm

SMI2050MS:　　　　　　
（Seiko Instruments Inc）

微細加工・集束イオンビーム加工技術

新材料ﾅﾉﾐｸﾛ加工研究会　
会長：阿部勇二（ｱｷﾀ電子）

微細加工技術　　　　　　
＊幅１５ナノメートルの溝加工
＊マスクレスのフォトリソ工程
＊３種類のエッチング工程

設　備：スパッタ・蒸着・めっき、フォト
　　　リソ関連、イオンビーム加工、切
　　　削・研磨加工
分析機器：各種物理特性評価（電気・磁気・
　　　光学　組成・構造解析

＊薄膜デバイス(電子・磁気・光デバイス/センサー)　　　　　　　
＊ＭＥＭＳ・ナノマシーン・微小光学レンズ・微小金型　

加速電圧　　30kV 
二次電子観察像分解能　5nm@30kV
電流特性　4A/c㎡@IBEAM=10pA
10A/c㎡@IBEAM=100pA
20A/c㎡@IBEAM=600ｐA
2A/c㎡@IBEAM=10nA
最大電流　　　20nA
最大視野　　2.4m㎡
検出器　　　二次電子検出器
ガス（デポジション）
カーボン又はタングステン

ソフトウェア　　Windows2000®

①フォトリソ技術により、ミクロン
サイズのデバイスの作製が可能。　
②レーザー直接描画装置により、フォ
トマスクの作製ならびにマスクレス
での試作が可能。　　　　　　　　
③最小ビーム径が5nmの集束イオン
ビーム装置で、ナノサイズの加工が
可能。　　　　　　　　　　　　　
④物理的(Arイオン)、物理化学的
(反応性イオン) 、化学的(酸・アル
カリ)によるエッチングが可能。
⑤多種多様な素材の高分解能観察・
加工・各種試料作成といった多目的
ニーズに応えるFIB装置。
⑥オペレーティングシステムに
Windows2000®を採用することに
より、直感的で分かりやすいオペレー
ションを実現。
⑦ 任意形状の三次元加工が可能。
⑧豊富なオプションにより、個々の
ニーズに合致した加工・観察が可能。

液体金属ガリウムのイオンビームを数ナノメー
トルに細く絞り（集束）、試料の表面を走査
する事で、ナノメートル・オーダーで①試料
の観察、②切削加工、③金属膜形成加工が行
える。主に半導体の開発製造分野で利用され
ている。

ナノドットアレイのAFM像
　　ドットサイズ：□35 nm
　　加工溝幅：15 nm
　　加工溝深さ：20 nm

ダイヤモンドチップに形成
した10ミクロン角(高さ10
ミクロン)の微小金型

基本
戦略

弱み 強み

販売
戦略

製造
戦略

開発
戦略

シーズ
分析

事業のビジネスモデル液晶光学ﾃﾞﾊﾞｲｽ

Ｃ：知財フォロー・補助金の調達支援

販売先検討・指導的顧客の選定

コスト戦略・価格戦略・仕入れ先戦略

顧客ニーズ（ロードマップ入手）

Ｂ：補助金の調達支援・研究会の推進

Ａ：ｼｰｽﾞと県内企業の仲介

機能別役割

製

売買

産 学

官

Ｄ

Ｂ

Ａ

Ｃ

事業に必要な機能と役割を明確にする

売を意識すれば・・・

試作条件・製品仕様・・・

Ｃ：知財フォロー・補助金の調達支援

販売先検討・指導的顧客の選定

コスト戦略・価格戦略・仕入れ先戦略

顧客ニーズ（ロードマップ入手）

Ｂ：補助金の調達支援・研究会の推進

Ａ：ｼｰｽﾞと県内企業の仲介

機能別役割

製

売買

産 学

官

Ｄ

Ｂ

Ａ

Ｃ

事業に必要な機能と役割を明確にする

売を意識すれば・・・

試作条件・製品仕様・・・

成果移転・企業化に向けた活動手法

秋田県での4つの活動手法

ロードマップの提示

ニーズオリエンティド志向

提案型企業訪問

指導的顧客との連携

具体的技術移転 と
競争的研究資金獲得へ！

獲得件数 17件

獲得金額 5.6億円

ビジネスモデル（例）

要素技術の数値化資料

図-30



　次世代磁気記録技術と脳医療応用技術開発 分　類

【研究開発ﾃｰﾏ名：  大容量情報記録技術とその基盤技術】 【対象分野： 高密度磁気記録（HDD）】
西　暦 2005

◆市場動向
情報家電（世界） 約19兆円 約33兆円 約40兆円

情報家電（日本） 約　2兆円 約　4兆円 約　5兆円

HDD販売数（世界） 約３億5百万台 約３億9百万台 約4億3百万台 約4億7百万台

◆開発動向

技術ロードマップ

秋田県　地域結集事業による新技術・新産業の創出

磁気記録

2006 2007 2008 2009 20142010 2011 2012 2013

参考資料 資料入手先
◆市場動向：技術戦略マップ（平成１７年３月　経済産業省  P.7）
◆開発動向：ＮＥテクノロジーサミット2005　（2010年のストーレージ・メディア：東芝・日立GST・メディグローブ・パイオニア・他）
◆開発動向：技術戦略マップ（平成１７年３月　経済産業省  P.18）

◆コンテンツ供給及
び保存に対応した大
容量のストレージが
必要。

そのために、ヘッ
ド・媒体等における
新しい記録技術方式
の開発がKeyにな
る。

光系・磁性系といっ
た従来技術の発展と
ナノテク活用の革新
技術の競合が必須と
なる。

ホームサーバー
用ストレージ

磁性系ストレー
ジ技術

光系ストレージ
技術

ナノテク応用材
料技術

3.5HDD容量    500GB 3.5HDD容量 2TB   2.5HDD容量 800GB 2.5HDD容量    3TB

面密度150Gb/in2

30～50gb  (片面2面層) 多層化(4～8層)/superRENS方式/多値記録   100～200GB 体積ホログラム/多層記録    500～1TB

超解像材料の探査、ナノメートル領域でのｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ手法の確立

面密度300Gb/in2 面密度600Gb/in2 面密度1.2Ｔb/in2 面密度2.4Ｔb/in2

垂直記録方式 垂直記録分離トラック媒体 垂直記録パターン媒体 垂直記録熱ｱｼｽﾄ・ﾊﾟﾀｰﾝ媒体

1985 1995 20201990 2000 2010 20152005

1P

100T

10T

1T

100G

10G

1G

100M

西暦（年）

記
録
密
度
（
ビ
ッ
ト/ 

2

イ
ン
チ
）

長手磁気記録熱揺らぎ限界

長手磁気記録方式

600G 1T？
垂直磁気記録方式

300G

分離トラック媒体

GMR技術

TMR技術

ナノ技術

HDD型半導体
メモリー：8.5TMEMSプローブメ

モリー：4T

近接場光ホログラム

光記録方式

CD

DVD Blu-ray

多層DVD

熱アシスト・パター
ン媒体記録

パターン媒体・
記録再生方式

150G

スピンエレクトロ
ニクス素子

1985 1995 20201990 2000 2010 20152005

1P

100T

10T

1T

100G

10G

1G

100M

西暦（年）

記
録
密
度
（
ビ
ッ
ト/ 

2

イ
ン
チ
）

長手磁気記録熱揺らぎ限界

長手磁気記録方式

600G 1T？
垂直磁気記録方式

300G

分離トラック媒体

GMR技術

TMR技術

ナノ技術

HDD型半導体
メモリー：8.5TMEMSプローブメ

モリー：4T

近接場光ホログラム

光記録方式

CD

DVD Blu-ray

多層DVD

熱アシスト・パター
ン媒体記録

パターン媒体・
記録再生方式

150G

スピンエレクトロ
ニクス素子

次々世代光ディスク

500GB～1TB／ディスク
数百Mbps～１Gｂｐｓ

約100円

次々世代光ディスク(民生用)

転送速度６Gbps

2.5"ＨＤＤ容量3.0ＴＢ

2.5"ＨＤＤ容量3.0ＴＢ

1.8"HDD容量1.6TB
1.0"HDD容量80GB

　500GB～1TB／ﾃﾞｨｽｸ
数百Mbps～１Gbps
寿命＞30年

面密度1.2Tb/in2 面密度2.4Tb/in2

記録磁界
強度限界

熱アシスト・パターン媒体
記録方式

再生トラック幅20nm
規格化出力20mV/um

スピンストロニクス・ヘッド
(スピン蓄積MR、パリステックMR、スピントランジスタ)

MEMSプローブメモリー
記録：スピン注入磁化反転方式

＞200GB(４Tb/in2)
＞数百Mbps、＜300mＷ

ﾈｯﾄﾜｰｯｸ
ｻｰﾊﾞｰ用

ﾎｰﾑｻｰ
ﾊﾞ・PC用

ﾓﾊﾞｲﾙ用

ｺﾝﾃﾝﾂ保
存・配布
用

ｱｰｶｲﾌﾞ用

磁気ｽﾄﾚｰ
ｼﾞ技術

光ｽﾄﾚｰｼﾞ
技術

新規ｽﾄﾚｰ
ｼﾞ技術

ハードディ
スク

光ディスク

実現技術

転送速度

消費電力2.0W

3.5"HDD容量800GB
2.5"HDD容量200GB

消費電力1.0W

2.5"HDD容量200GB
1.8"HDD容量100GB
1.0"HDD容量10GB

2.5"ＨＤＤ容量８00GB

消費電力1.0W

0.5W

3.5"HDD容量2.0TB
　2.5"HDD容量800GB

片面１層
15～25GB
片面２層

30～50GB
３６Mbps
～100円

次世代光ディスク 100GB(片面4層)
100Mbps
～100円

200GB(片面8層)
200Mbps
～100円

1ドライブ:数＋GB
(ﾊｲｴﾝﾄﾞ)～
40OGB(ﾛｰｴﾝﾄﾞ)
寿命：５年

片面１層
20～25GB
片面２層
寿命:＞３０年

面密度150Gb/in2

HDD

次々世代光ディスク(業務用)

100GB(片面４層)
100Mbps
寿命＞３０年

１ﾄﾞﾗｲﾌﾞ：300～500GB
　　　　　　　(ﾊｵｴﾝﾄﾞ)

寿命:5年

　500TB／ﾃﾞｨｽｸ
　数百Mbps
寿命＞30年

30～50GB（片面２
層）、36Mbps、

36Mbps、＞３０年

次々世代光ディスク技術
多層化(4～8層)/SuperｰPENS方式/多値記録

100～200GB、100～200Ｍｂｐｓ、＞30年

カード型薄膜ホログラムメモリ
１～10ＧＢ、価格:１００～200円／１枚 MEMSプローブメモリー

記録：トポ記録方式
13GB(2Tb/in2)

30Mb 300 W

量産品価格＄１００

3.5"ＨＤＤ:容量500GB

転送速度２Gbps

耐衝撃性300G

耐衝撃性600G

1.0"HDD厚み3.3mm

1.8"HDD容量400GB
1.0"HDD容量80GB

耐衝撃性1KG

ＲＯＭ型

追記書換

200GB(片面8層)
200Mbps
寿命30年

非圧縮時:200GB
圧縮時:４００GB
寿命:数年

磁気テープ

　１TB／ﾃﾞｨｽｸ
１Ｇbps

寿命＞30年追記書換型
非圧縮時:800GB
圧縮時:1.6TB
寿命:10年

垂直記録方式

面密度300Gb/in2 面密度600Gb/in2 面

パターン媒体
記録再生方式

記録磁界
強度限界

高Bs(2.4T)
記録ヘッド

分離トラック媒体

ＴＭＲヘッド ＣＰＰｰGMRﾍｯﾄﾞ

再生トラック幅50nm
規格化出力20mV/um

再生感度
　　限界

再生感度
　　限界

片面２層
30～50GB
36Mbps
＞３０年

次々世代光ﾃﾞｨｽｸ技術
体積ホログラム記録/多層記録

500GB～1TB、数百Mbps、＞30 年

次世代光ディスク

光の回析
限界

熱ゆらぎ
　限界
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　次世代磁気記録技術と脳医療応用技術開発

【研究開発ﾃｰﾏ名： 大容量医療映像情報記録ｼｽﾃﾑ】 【対象分野： 地域医療情報のIT化　】
西　暦

◆市場動向

①医療費推移

②健康・福祉・機器

・サービス市場

◆開発動向

◆ユースケースイメージ

読影診断支援システム

技術ロードマップ

秋田県　地域結集事業による新技術・新産業の創出

分　類 画　像

医用画像の
読影システ

ム

20252005 2010 2015 2020

参考資料

地域住民
　　　　　健康ＩＣカード（診療・検診履歴・

電子健康保険証等）

地域住民
　　　　　健康ＩＣカード（診療・検診履歴・

電子健康保険証等）

ホームヘルスケア
〈健康モニタ機器〉

〈地域保健医療福祉情報センター〉〈地域保健医療福祉情報センター〉

　　（地域情報の共有）

・診療情報共有
・臨床検査情報共有
・検診情報共有
・医療画像情報共有等

共有診療情報

検査・検診情報

医療画像DB

生活習慣病ＤＢ
個人健康管理

（ＥＢＨ実現、個人管理）
・個人健康管理情報連携
・地域健康情報整備

スポーツ施設
フィットネスクラブ
リゾート施設

地域給食
センター

健康機器メーカー

健康指導

健康プログラム

健康サービス産業健康サービス産業

〈地域健康管理支援センター〉〈地域健康管理支援センター〉

〈介護老人保健施設等〉

介護情報

〈診療所、地域中核病院等〉

診療情報

〈検査・検診センター〉

診療情報

ウェルネス

マネージャー

地域住民
　　　　　健康ＩＣカード（診療・検診履歴・

電子健康保険証等）

地域住民
　　　　　健康ＩＣカード（診療・検診履歴・

電子健康保険証等）

ホームヘルスケア
〈健康モニタ機器〉

〈地域保健医療福祉情報センター〉〈地域保健医療福祉情報センター〉

　　（地域情報の共有）

・診療情報共有
・臨床検査情報共有
・検診情報共有
・医療画像情報共有等

共有診療情報

検査・検診情報

医療画像DB

生活習慣病ＤＢ
個人健康管理

（ＥＢＨ実現、個人管理）
・個人健康管理情報連携
・地域健康情報整備

スポーツ施設
フィットネスクラブ
リゾート施設

地域給食
センター

健康機器メーカー

健康指導

健康プログラム

健康サービス産業健康サービス産業

〈地域健康管理支援センター〉〈地域健康管理支援センター〉

〈介護老人保健施設等〉

介護情報

〈診療所、地域中核病院等〉

診療情報

〈検査・検診センター〉

診療情報

ウェルネス

マネージャー

支援システム

検診機関医療機関

医用画像　の　読影支援システム 指ネット健康管理システム

資料入手先
◆市場動向：デバイスイノベーション2005　（先端デバイスが拓くユビキタスネットワーク社会より　P2-7　少子高齢化社会の予測）
◆開発動向：技術戦略マップ（平成１７年３月　経済産業省　　P.47）
◆開発動向：技術戦略マップ（平成１７年３月　経済産業省　　P.57）
◆ユースケースイメージ：健康サービス産業創造研究会報告書（平成１７年６月）
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在 宅 遠 隔 診 断 シ ス テ ム
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分 　 類
市 場 規 模

(億 円 )

医 療 用 具 1 9 ,6 6 7
医 療 用 医 薬 品 6 4 ,1 0 7
医 療 シ ス テ ム 2 ,4 9 9
医 療 サ ー ビ ス 3 1 3 ,2 3 4
医 療 関 連 サ ー ビ ス 1 5 ,1 9 8

小 計 4 1 4 ,7 0 5
健 康 機 器 具 ・ 配 置 用 家 庭 薬 2 ,8 6 1
一 般 用 医 薬 品 ・ 配 置 用 家 庭 薬 7 ,6 3 1
健 康 食 品 1 5 ,4 0 8
ス ポ ー ツ ・ 健 康 維 持 増 進 サ ー ビ 3 1 ,0 6 6

小 計 5 6 ,9 6 6
福 祉 用 具 1 1 ,9 2 7
介 護 サ ー ビ ス 5 1 ,9 2 9
福 祉 関 連 サ ー ビ ス 9 3 7

小 計 6 4 ,7 9 3
そ の 他 第 ３ 分 野 保 険 2 5 ,9 6 3

5 5 7 ,4 6 7合 計

健 康 増
進 系

医 療 系

介 護 ・
福 祉 系

　　　　　　　　　　　　　２００２年　　　　　　　　　２０１０年

○市場規模　　　　　約５６兆円　　　　　→　　　　約７５兆円

○雇用規模　　　　　約５５１万人　　　　→　　　　約７５０万人

超高齢化社会到
来 ： ６５歳以上の
人口比率２７％
（2020年推定）

生活習慣病（糖尿
病、動脈硬化等）
に伴う慢性疾患

の増加

在宅ヘルスケア
関連市場がビジ
ネスチャンス
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２次元画像からの特定 臓器・疾
患自動抽出

CT・マンモグラフィーでは一部
実用化

単臓器の３次元画像からの疾患自
動抽出

ＣＴ、マンモグラフィーでの
CADの展開

多臓器の3次元画像からの複数
臓器一括自動抽出

多機能不特定な疾患のＣＡＤに
よる自動抽出

多臓器多疾患の自動診断

検査情報との複合化処理技術

他のモダリティーでのＣＡＤの
展開

知識データベース構築のインフラ整備

特定の病診連携における遠隔画
像診断

・ＩＨE/DICOM、HL7による
データ交換プロトコルの標準化
・電子カルテの普及
・インターネット接続による遠
隔画像診断

病病/病診連携による遠隔画像診
断、EBMの普及

IHE/DCOM、HL7による標準化
の拡大（セキュリティー、プラ
イバシーなど）
・セキュリティが担保された医
療用情報基盤が拡大する。
（PDA等の携帯機器の利用）

広域な病病/病診連携による遠隔
診断の拡大
携帯機器を利用した遠隔診断

セキュリティーが担保された医
療用情報基盤が拡大する。
（ＰＤＡ等)の携帯機器の利用）

グループ医療の高度化（医療情報の広域共有）

高度化した情報基盤の活用

正常・異常画像の知識データーベースの構築

図-32



　次世代磁気記録技術と脳医療応用技術開発 分　類

【研究開発ﾃｰﾏ名： 高偏極希ｶﾞｽによるMRI脳機能情報検出とその解析応用技術 】 【対象分野： MRI脳医療計測　】
西　暦

◆医療動向
　【医療の変化】

◆競合技術動向

◆MRI技術動向

技術ロードマップ

秋田県　地域結集事業による新技術・新産業の創出

MRI

20252005 2010 2015 2020

MRI

CT

PET

超音波

X線

参考資料 資料入手先
◆市場動向：技術戦略マップ（平成１７年３月　経済産業省　　P.47,56）
◆技術動向：技術戦略マップ（平成１７年３月　経済産業省　　P.56,57）
◆開発動向：技術戦略マップ（平成１７年３月　経済産業省　　P.58）

T1強調 頭部アキシャル像
主に解剖学的な画像。
体内臓器の形態、位置の
把握に有用。

T2強調 頭部アキシャル像
主に病理的な画像。多くの
病変で高信号を呈すので
正常組織との判別に有
用。

生体モニタリング

早期診断の精密化

診断と治療の一体化

機能代替治療

安全な医療システム

疾患の発症・進行の簡便な在宅モニタリング

健康維持のための無拘束な常時生体モニタリング

社会参加を促進する常時生体モニタリングとインテリジェントアラーム

＊ホームヘルスモニタリングのはじまり
　患者及びその予備軍等を対象とした生体情報（血糖値等）の解析による兆候の認
　知

＊兆候から診断へ
　ヘルスモニタリングにおける測定精度・解析精度の高度化とウエアライブル
　化
＊遺伝子診断による発症リスクの評価

＊画像診断機器の高精度化、カプセル内視鏡等の実用化により、検査の高速化、
   低侵襲化、形態に加えて機能、代謝を可視化し、疾患の早期発見がより加速さ
　れる。
＊遺伝子チップ等による確定診断の精密化が始まる。

＊CT,PET,MRIでの遺伝子情報、生理活性情報、運動などの様々な機能、代謝等
　の多次元な情報のリアルタイムな可視化により、疾患の超早期発見が図られ
　る。
＊診断画像を利用した治療計画の立案、治療シミュレーションによる治療効果
   の事前検証を実施し、個人にあった低侵襲治療の実現が図れる。
＊診断支援の実用化による集団健診の高度化により、疾患の早期発見の実現が
   図る。
＊ガンの場合、数mm程度で転移の可能性が低い段階で見つかる。

＊手術前の精密手術計画、手術時の画像誘導や、術中手術計画などにより、より
　精密な手術が可能になる。
＊診断画像を利用して、病巣部位をより正確に治療し、健常部位を可能な限り残
　す低侵襲化・標的治療が増加する。
＊従来治療が困難な部位、疾患の治癒率の向上が図れる。
＊遺伝子診断等により、薬剤投与の最適化、副作用の低減が図れる。

＊外科的治療、薬剤治療、放射線治療等を総合的に組み合わせた超低侵襲治療
   が普及
＊様々な低侵襲治療の最適化
＊体内の病巣を探索しながら同時に治療することによる根治症の向上
＊ガンの場合、内視鏡手術やDDS＋ターゲット療法による開創のない手術が増
   え、日帰り手術などの早期退院、早期社会復帰が増える。

＊自動設計・製作技術による個人の形態に適したインプラントによるQOLの上。
＊個人の生理学的反応を考慮した設計技術の確立によるインプラントの長寿化。

＊組織再生を促す高度な生体親和性をもつインプラント

＊医療スタッフの生体情報・行動情報・機器動作の高効率データ記録による診断
　医療プロセスのモニタリングによる危険事象の解析。
＊データーベース化による、診断医療行為医の改善。
＊医療機器の各種標準化によるヒューマンエラーの低減。

＊標準化された医療情報ｼｽﾃﾑにより収集された医療安全に関する知識を駆使し
   た安全な医療管理
＊ヒューマンエラーを防止する自動刑法システムの実現

個人の体質考慮型、多数の疾患を予兆できる超早期診断患部の形態・性質の正確な早期診断

QOLを維持する低侵襲治療（小さく見つけてやさしく治す）治療の低侵襲化、標的化の拡大

生体と共生するインプラント患者個人に合わせたインプラント

診断治療情報の統合・自動警報システムによる医療過誤の防止医療情報・診断治療行動記録の自動収集・解析による医療のQC

＊高い界面適合性を有する材料並びに形状による生体適合性の向上。 ＊使用中インプラントの寿命予測による適切な治療計画

高速・高
精細

低被爆

高機能化

高速化

質的診断

治療応用

高精度化

高機能化

標的照射
技術

治療計画

高画質・二次元リアルタイム撮影 臓器の運動・変形の4D撮影

非心電同期心臓シネ撮影・ＩＭ
Ｒ穿刺モニタリング

血管カテールランキング：診断
用Ｘ線カテの代替え低浸襲技術
の確立

冠動脈カテールとランキング 小児心臓リアルタイム解析など

MRSI、造影剤利用による代謝情報、
パーフュージョン（心筋血流、心筋
バイアビリティーや心機能など）の
可視化（一部臓器で実用化）、温度
の精密計測（高温部）

ＭＲＥによる組織の粘弾性計測

ＭＲＳＩによる代謝情報の可視化（全身で実用化）、温度の精密計
測（氷点下温度域）、造影剤も活用、必要に応じて超高磁場MRIの
活用（分子イメージング）

固定大型器にて、専用室で撮像

ベットサイドでの撮像（対象器
官を持化、小型静磁場コイル）
術中撮像（ハンディサーフェイ

スコイルプローブ）

撮像可能環境の拡大、診断・治療一体化での応用

小型
化・広
空間ポ

ア

機能イ
メージ
ング

高速化
（高空
間分解
能化）

運動･変形を伴う臓器の高画質三次元摘出 臓器の運動･変形のリアルタイム連続撮影

心臓の心電位相再構成（螺移動あり） 心臓を1回転で撮影（螺移動なし） 心臓を秒10ボリュームで撮影 心臓を秒30ボリュームで撮影

被爆低減（センサ感度の向上、画像処理の高度化） X線の有効活用（新X線源の適用、放射光/位相X線計測の応用）

被爆（心臓）5分の1 被爆（心臓）10分の1

連続X線

定量機能計測（心機能解析、冠動脈動態解析） バイオマーカーを利用した生理機能・形態同時計測（血管新生解析/組織再生解
析）

3次元距離計測/血管狭窄計測/脳ﾊﾞﾌｭｰ
ｼ 解析
生体軟部組織検出/微量元素検出

空間分解能の向上・低被爆化

マルチモダリティ化による診断精度向上（乳房部位用光
PET）

マルチモダリティ化による複数機能情報の統合（PET-
MRI）

腫瘍診断能の向上（放射線治療抵抗性
瘍部位診断）

発症前早期診断

18F,11Cなどのプローブを用いた診断薬の実用化（細胞増殖の画像診断薬の実用化）

特定部位への分子イメージの実用化（遺伝子発現レベルまたは産生タンパクシ
画像診断 実用化）

より広い部位への分子イメージングの実用化

18F-FDG診断薬の実用化

高速化による三次元画像
電子スキャニングでの高速化による全
身用超音波診断

治療部位の超音波画像モニターの精密
化

硬質腫瘍診断のための2Dエラストグラ
フ（60ﾌﾚｰﾑ/秒）

硬質腫瘍診断のための3Dエラストグ
ラフ（１０フレーム/秒）

3D化したエラストグラフと局所治療
デバイスの融合（収束超音波治療シス
テム）治療効果のモニタリング

二Dエラストグラフ（数フレーム/秒）

バブルの極微小化（液滴リガンド付き
造影剤（ ））

造影剤：マイクロバルブ｢ﾚﾎﾟﾋﾟｽﾄ｣気
体

3D化したエラストグラフと局所治療
デバイスの融合（収束超音波治療シス
テム）

可変フォーカス、強度変調による局所
部位での適用化

可変ビームによる点から面への治療所
部位拡大

収束超音波による治療（熱的、衝撃、
数MHz　ビーム精度）左右方向1mm
奥行方向　10mm

三次元治療計画

マーカーを用いた追尾システム

ﾘﾆｱｺｸﾞﾗﾌｨとDRRを用いた手動位置修

5ｍｍ幅のﾏﾙﾁﾘﾘｰﾌｺﾘﾒｰﾀ（MLC）

PETなどの複合診断画像を用いた四次元の治療計画

マーカーレス化の腫瘍追尾システム

DRR（ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾗｼﾞｵﾚｺﾝｽﾄﾗｸﾃﾄﾞ）とFPD（ﾌﾀｯﾄﾊﾟﾈﾙﾁﾃﾞｨﾃｸﾀ）を用いた自動位置
修正
3ｍｍ幅のﾏﾙﾁﾘﾘｰﾌｺﾘﾒｰﾀ（MLC）による照射精度の高度化

ｺｰﾝﾋﾞｰﾑCTによる位置修正

1ｍｍ幅のﾏﾙﾁﾘﾘｰﾌｺﾘﾒｰﾀ（MLC）によ
照射精度 高度化

3Dのフォーカスターゲッティング、
エネルギートラッキング

超音波用造影剤技術と治療技術の融合（超音波診断と収束超音波による治療）

図-33


